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第２章 本市の住⽣活を取り巻く現状 

１．本市の住⽣活の動向 

（１）⼈⼝及び世帯の状況 

①⼈⼝の推移 

・本市の総⼈⼝は、1995（平成 7）年以降、緩やかに増加傾向が続いていましたが、2015（平

成 27）年の 46.6 万⼈をピークに減少に転じており、2020（令和 2）年は 46.3 万⼈とな

っています。 

・今後も減少傾向は続くと⾒込まれており、2060（令和 42）年に 34.7 万⼈まで減少するこ

とが予測されています。 

・これに対して、⾦沢市⼈⼝ビジョンでは、合計特殊出⽣率の改善や若年層の転出抑制及び転

⼊促進などの各種施策の展開により、2060（令和 42）年に 43.2 万⼈の⼈⼝を確保するこ

とを⽬標としています。 

■⼈⼝の推移（将来予測） 

 
出典︓国勢調査（〜2020（令和 2））、⾦沢市⼈⼝ビジョン（2025（令和 7）〜） 

 
※国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（「社⼈研」という）の推計（2013（平成 25）年公表）をベースに、2060

（令和 42）年までの⼈⼝を推計（「社⼈研推計（2013（平成 25））準拠」という） 
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②年齢３区分別⼈⼝の推移 

・年齢３区分別⼈⼝※は、2020（令和 2）年で年少⼈⼝が 5.6 万⼈、⽼年⼈⼝が 12.1 万⼈で

あることから、少⼦⾼齢化が確実に進⾏しています。 

・⽼年⼈⼝は、2045（令和 27）年までは増加傾向が続くことが⾒込まれている⼀⽅、年少⼈

⼝は今後も減少傾向が続き、2060（令和 42）年には 3.2 万⼈になることが予測されていま

す。 

・これに対して、⾦沢市⼈⼝ビジョンでは、2060（令和 42）年は社⼈研推計（2013（平成

25）年）に対して年少⼈⼝は 3.3 万⼈、⽣産年齢⼈⼝は 5.2 万⼈の増加をめざしています。 

■年齢３区分別⼈⼝の推移 

 
出典︓国勢調査（〜2020（令和 2））、⾦沢市⼈⼝ビジョン（2025（令和 7）〜） 

 
※年齢３区分⼈⼝は、年齢別⼈⼝構造の指標で、年少⼈⼝（0〜14 歳）、⽣産年齢⼈⼝（15〜64 歳）、⽼年⼈⼝

（65 歳以上）の３つのグループに分けたもの 
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③世帯数の推移 

・2020（令和２）年の本市の総世帯数は 20.8 万世帯で、1995（平成７）年以降、増加傾向

が続いています。 

・⼀⽅で、１⼈及び２⼈世帯の割合が年々増加しており、１世帯当たりの⼈員数は 2020（令

和２）年で 2.23 ⼈/世帯に減少しています。 

・また、⾼齢単⾝世帯及び⾼齢夫婦世帯※はこの 20 年で２倍近くに増加しており、65 歳以上

の親族のいる世帯と合わせると、2020（令和 2）年では 36.2％を占めています。 

■世帯数・世帯⼈員の推移 

 
出典︓国勢調査 

※（ ）内の⼈員数別の世帯の割合は、⼀般世帯数に占める割合 

■⼀般世帯に占める 65 歳以上の親族のいる世帯割合の推移 

 
出典︓国勢調査 

 
※⾼齢単⾝世帯とは、65 歳以上の⼈ 1 ⼈のみの⼀般世帯。⾼齢夫婦世帯とは、夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫

婦 1 組のみの⼀般世帯  
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④⼈⼝動態の推移 

・市全体では、⾃然動態は 2013（平成 25）年以降マイナスが続いており、年々減少幅は⼤き

くなっています。また、社会動態では、2017（平成 29）年までの転⼊超過の傾向が、2018

（平成 30）年以降は転出超過の傾向に転じています。その結果、⾃然増減、社会増減を合

わせた⼈⼝動態は 2021（令和 3）年にマイナス（－2,281 ⼈）となっています。 

・まちなか区域では、⾃然動態は約 500 ⼈程度のマイナスが続いていましたが、ここ数年は

マイナス 600〜700 ⼈程度の年も⾒られます。社会動態は年によって増加、減少にばらつ

きが⾒られます。 

■市全体の⼈⼝動態の推移 

 
出典︓⾦沢市統計書 

■まちなか区域の⼈⼝動態の推移 

 

出典︓⾦沢市資料 
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・出⽣数は 2012（平成 24）年以降、減少傾向にあり、2020（令和２）年時点で約 3,400 ⼈

となっています。なお、本市の合計特殊出⽣率※は、2011（平成 23）年と⽐較すると微増

傾向にあり、全国平均を上回っています。 

・県内の他の市町への転⼊・転出数は、2020（令和 2）年時点では、野々市市、⽩⼭市、津幡

町など、⾦沢市に隣接する市町が転出超過になっています。 

■出⽣数と合計特殊出⽣率の推移 

 

出典︓⾦沢市統計書 

■本市の県内市町別転⼊・転出数（2020（R2）） 

 
出典︓⾦沢市統計書 

※合計特殊出⽣率とは、15〜49 歳までの⼥性の年齢別出⽣率を合計したもの 
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（２）住宅及び住環境 

①住宅数 

・住宅⼾数は、1998（平成 10）年以降、年間平均 2,400 ⼾以上増加してきましたが、2013

（平成 25）年以降は、年間平均 600 ⼾の増加へと鈍化しています。 

・2018（平成 30）年の住宅⼾数は約 23.7 万⼾で、そのうち約 15％が居住世帯のない住宅※

となっています。 

■住宅⼾数の推移 

 
出典︓住宅・⼟地統計調査 

※居住世帯のない住宅とは、普段居住している⼈がいない住宅、空き家、建築中の住宅 
 

②新規住宅着⼯⼾数 

・2021（令和３）年度の新設住宅着⼯数は、3,376 ⼾となっており、ここ 10 年はほぼ横ば

いで推移しています。 

・住宅種別では、2020（令和４）年まで、⼾建て住宅の着⼯⼾数が共同住宅の着⼯数を上回

っていましたが、2021（令和３）年は、共同住宅の着⼯数の⽅が⼾建て住宅の着⼯数を上

回りました。 

■新規住宅着⼯⼾数の推移 

 
出典︓⾦沢市資料 
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③分譲マンション 

・分譲マンションは、1986（昭和 61）年〜1995（平成７）年をピークとして建設されてき

ており、現在までに 337 棟、14,314 ⼾が供給されています。 

・このうち、昭和 56 年以前に建設された旧耐震の分譲マンションは、48 棟、1,274 ⼾と推

計されます。 

■分譲マンションの建設棟数 

 

出典︓⾦沢市資料 

■分譲マンションの建設⼾数 

 

出典︓⾦沢市資料 
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④市営住宅等 

・2022（令和４）年５⽉の市営住宅⼊居⼾数は 2,371 ⼾であり、供給量は 164 棟 3,412 ⼾

及び特定公共賃貸住宅１棟９⼾です。 

・市営住宅の⾼齢者のいる世帯率は 60.6％、⾼齢者単⾝世帯率は 34.5％となっています。 

■市営住宅の⾼齢化状況 

 

出典︓⾦沢市資料 
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34.4%

31.1%

12.5%

45.0%

56.3%

65.5%

22.9%

0.0%

34.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

若草町(N=15)

緑が丘(N=12)

平和町(N=17)

円光寺(N=69)

額新町(N=203)

光が丘(N=93)

⾦⽯曙(N=138)

粟崎町(N=241)

松寺町(N=149)

上荒屋(N=192)

緑(N=821)

河原市町(N=48)

⾦⽯新本町(N=40)

⼋⽇市(N=32)

⽥上本町(N=55)

⼤桑町(N=240)

芳⻫（特公賃）(N=6)

合計(N=2371)

⾼齢者のいる世帯率 ⾼齢者単⾝世帯率【N=⼊居⼾数】
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⑤空き家数と空き家率 

・市全体の空き家数（貸家や売却⽤等を含む）及び空き家率は、2008（平成 20）年をピーク

に減少に転じており、2018（平成 30）年で 33,750 ⼾、14.2％となっています。 

・空き家率は、全国と⽐較して⾼い⽔準で推移していますが、2008（平成 20）年には４ポイ

ント以上あった差が、2018（平成 30）年には１ポイント未満にまで縮まっています。 

■空き家数と空き家率の推移 

 
出典︓住宅・⼟地統計調査 

※1998（平成 10）年は空き家の内訳なし 
※⼆次的住宅とは、別荘やたまに寝泊りしている⼈がいる住宅 
※その他の住宅とは、居住世帯が⻑期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている

住宅など 

  

20,540

1,650 1,000 1,380 810

18,740
24,410 22,980 21,300

720

1,700 790
350

8,830

11,040 12,570
11,290

10.7%

14.4%

17.2%
16.1%

14.2%

11.5% 12.2%
13.1% 13.1%

13.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1998

（H10）

2003

（H15）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

（⼾）

⼆次的住宅 賃貸⽤の住宅 売却⽤の住宅

その他の住宅 空き家率（⾦沢市） 空き家率（全国）

20,540

29,940

38,150 37,720
33,750
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⑥まちなか区域内の低未利⽤地の状況 

・まちなか区域内の低未利⽤地※は、2021（令和３）年において 74.2ha となっており、2015

（平成 27）年の 78.7ha と⽐較して、4.5ha の減少が⾒られます。 

・マンション建設等により⼤規模な低未利⽤地が減少する⼀⽅、住宅地において⼩規模な低未

利⽤地が依然として点在しています。 

■まちなか区域の低未利⽤地の分布 

【2015（H27）】              【2021（R3）】 

   
出典︓都市計画基礎調査 

■まちなか区域の⼟地利⽤⾯積 

 

出典︓都市計画基礎調査 
※低未利⽤地とは、平⾯駐⾞場、改変⼯事中の⼟地、未利⽤地など 
※⾃然地とは、⽥、畑、⼭林など  

(71.1ha）

8.2%

(78.7ha）

9.1%

(74.2ha）

8.6%

(22.5ha） 2.6%

(21.5ha） 2.5%

(20.6ha） 2.4%

(418.2ha）

48.4%

(400.8ha）

46.4%

(403.1ha）

46.7%

(195.4ha）

22.6%

(202.7ha）

23.5%

(205.2ha）

23.8%

(156.1ha）

18.1%

(159.6ha）

18.5%

(160.3ha）

18.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2006

（H18）

2015

（H27）

2021

（R3）

低未利⽤地 ⾃然地 宅地 公共公益⽤地 道路・交通施設⽤地
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（３）住⽣活に関する市⺠の意向 

①住宅の個別要素に対する評価 

・本市では、「遮⾳性」の不満率※が 49.4％と最も⾼く、次いで「エネルギー消費性能」（47.1％）、

「バリアフリー」（44.7％）の順となっています。 

・⽯川県では、「バリアフリー」の不満率が 50.6％と最も⾼く、次いで「地震時の安全性」

（48.2％）、「エネルギー消費性能」（47.2％）の順となっています。 

・本市では、⽯川県及び全国と⽐較して、特に「遮⾳性」に対する不満率が⾼くなっています。 

■現在の住まいに対しての不満率 

 

出典︓2022（令和 4）年度住まいに関する市⺠アンケート調査結果（⾦沢市） 
2018（平成 30）年住⽣活総合調査（⽯川県、全国） 

 
※不満率とは、「⾮常に不満」「多少不満」を選択した世帯の割合 

 

49.4%

47.1%

44.7%

41.1%

39.5%

38.8%

35.7%

34.7%

34.0%

32.1%

31.7%

30.9%

30.0%

28.5%

21.1%

20.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

遮⾳性

エネルギー消費性能（光熱⽔費の節約）

バリアフリー（段差がない等）

地震時の安全性

断熱性

防犯性

台⾵時の安全性

いたみの少なさ

⽕災に対する安全性

プライバシー確保

収納の多さ、使い勝⼿

換気のよさ（臭いや煙などが残らない）

維持管理のしやすさ

⽔回りの広さ、使い勝⼿

⽇当たり

広さや間取り

44.1%

47.2%

50.6%

48.2%

42.3%

36.8%

40.6%

43.2%

38.1%

26.0%

37.6%

26.2%

34.5%

23.6%

20.2%

24.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

42.9%

36.3%

47.2%

43.6%

38.6%

35.9%

38.8%

37.6%

35.3%

25.6%

35.6%

25.9%

27.3%

26.7%

23.3%

22.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60

【⾦沢市】      【⽯川県】      【全国】 
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②住環境の個別要素に対する評価 

・本市では、「道路の歩⾏時の安全性」の不満率が 38.2％と最も⾼く、次いで「周辺からの延

焼のしにくさ」（37.8％）、「騒⾳・⼤気汚染の少なさ」（34.2％）の順となっています。 

・⽯川県では、「周辺からの延焼のしにくさ」の不満率が 38.0％と最も⾼く、次いで「道路の

歩⾏時の安全性」（35.1％）、「災害時の避難のしやすさ」（32.9％）の順となっています。 

・本市では、⽯川県及び全国と⽐較して、「道路の歩⾏時の安全性」や「騒⾳・⼤気汚染の少

なさ」に対する不満率が⾼くなっています。 

■現在の住環境に対しての不満率 

  
出典︓2022（令和 4）年度住まいに関する市⺠アンケート調査結果（⾦沢市） 

2018（平成 30）年住⽣活総合調査（⽯川県、全国） 

38.2%

37.8%

34.2%

28.5%

28.3%

27.1%

27.0%

26.1%

21.8%

20.2%

19.6%

19.5%

19.0%

15.3%

14.3%

13.8%

0.0% 20.0% 40.0%

道路の歩⾏時の安全性

周辺からの延焼のしにくさ

騒⾳・⼤気汚染の少なさ

災害時の避難のしやすさ

親・⼦・親せきとの距離

敷地の広さや⽇当たり、

⾵通しなどの空間のゆとり

⼦どもの遊び場、⼦育て⽀援サービス

⽔害・津波の受けにくさ

福祉・介護の⽣活⽀援サービス

医療・福祉・⽂化施設など

まちなみ・景観

近隣の⼈やコミュニティとの関わり

公園や緑、⽔辺などの⾃然環境

⽇常の買物などの利便

通勤・通学の利便

治安

35.1%

38.0%

24.2%

32.9%

25.8%

19.7%

31.7%

28.3%

27.0%

30.5%

20.5%

16.7%

20.2%

30.6%

25.0%

13.1%

0.0% 20.0% 40.0%

36.7%

38.4%

29.7%

34.3%

28.2%

26.8%

34.2%

23.8%

27.0%

29.4%

26.3%

21.8%

25.2%

25.1%

24.2%

19.0%

0.0% 20.0% 40.0%

【⾦沢市】       【⽯川県】      【全国】 



17 

③⾼齢期における⼦世帯との住まい⽅（距離）の希望 

・本市では、⾼齢期に⼦世帯との同居を希望する世帯が 8.6％、⽚道 15 分未満までの隣居・

近居※を希望する世帯が 45.2％となっています。 

・特に 60 歳以上では、同居及び隣居・近居を希望する世帯が６割以上を占めています。 

・⽯川県及び全国と⽐較して、同居を希望する世帯は３ポイント以上低く（⾦沢市 8.6％、⽯

川県 17.3％、全国 11.6％）なっています。⼀⽅で、隣居・近居を希望する世帯は 20 ポイ

ント以上⾼く（⾦沢市 45.2％、⽯川県 19.5％、全国 21.7％）なっています。 

■⾼齢期における望ましい⼦との住まい⽅（距離）の希望 

 
出典︓2022（令和 4）年度住まいに関する市⺠アンケート調査結果（⾦沢市） 

2018（平成 30）年住⽣活総合調査（⽯川県、全国） 
 

※⽯川県住⽣活基本計画にあわせ、「同じ敷地内・同じ住棟内」から「⽚道 15 分未満」を『隣居・近居』とする 
※⽯川県、全国は「⼦はいない」「その他」を「その他」として集計 

 

  

8.6%

4.5%

6.0%

15.2%

17.3%

11.6%

7.4%

5.0%

7.3%

9.4%

6.6%

7.0%

3.2%

1.7%

4.0%

3.5%

15.9%

15.1%

12.7%

19.9%

7.0%

6.6%

18.7%

20.1%

16.0%

19.9%

5.9%

8.1%

9.2%

12.8%

9.3%

5.3%

6.7%

6.6%

35.9%

39.7%

44.0%

25.1%

34.0%

33.5%

1.2%

1.1%

0.7%

1.8%

18.1%

22.2%

4.5%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾦沢市全体

18〜39歳

40〜59歳

60歳以上

⽯川県

全国

⼦と同居・⼆世帯住宅 同じ敷地内・同じ住棟内 隣地

徒歩５分程度 ⽚道15分未満 ⽚道１時間未満

特にこだわらない その他 不明

同居 隣居・近居
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④住宅及び住環境に関して⼦育てのために最も重要であると思う項⽬ 

・⼦育てのために最も重要と思う項⽬は、「通勤・通学の利便」（67.1％）、「⽇常の買物などの

利便」（62.9％）、「広さや間取り」（58.7％）の順となっており、⽯川県及び全国と⽐較し

ても重視している傾向が⾒られます。 

■⼦育てのために最も重要であると思う項⽬（複数回答） 

 
出典︓2022（令和 4）年度住まいに関する市⺠アンケート調査結果（⾦沢市） 

2018（平成 30）年住⽣活総合調査（⽯川県、全国） 
 

※（住）は住宅に関する項⽬、（環）は住環境に関する項⽬。不明を除く 
※⽯川県、全国は全 32 項⽬の中から８項⽬までを選択して回答、本市は住宅に関する 16 項⽬及び住環境に関す

る 16 項⽬からそれぞれ４項⽬までを選択して回答  

67.1%

62.9%

58.7%

48.9%

45.3%

42.5%

37.3%

34.1%

29.1%

26.7%

25.9%

24.4%

24.2%

23.4%

22.6%

19.2%

15.4%

15.0%

13.4%

13.0%

12.6%

12.2%

12.0%

10.6%

10.4%

9.4%

9.2%

9.2%

9.0%

8.0%

3.8%

3.4%

通勤・通学の利便（環）

⽇常の買物などの利便（環）

広さや間取り（住）

治安（環）

防犯性（住）

収納の多さ、使い勝⼿（住）

医療・福祉・⽂化施設など（環）

⽇当たり（住）

⼦どもの遊び場、⼦育て⽀援サービス（環）

地震時の安全性（住）

遮⾳性（住）

維持管理のしやすさ（住）

公園や緑、⽔辺などの⾃然環境（環）

プライバシー確保（住）

道路の歩⾏時の安全性（環）

⽔回りの広さ、使い勝⼿（住）

騒⾳・⼤気汚染の少なさ（環）

敷地の広さや⽇当たり、⾵通しなどの空間のゆとり（環）

換気のよさ（臭いや煙などが残らない）（住）

近隣の⼈やコミュニティとの関わり（環）

台⾵時の安全性（住）

エネルギー消費性能（光熱⽔費の節約）（住）

親・⼦・親せきとの距離（環）

断熱性（住）

⽕災に対する安全性（住）

バリアフリー（段差がない等）（住）

いたみの少なさ（住）

災害時の避難のしやすさ（環）

⽔害・津波の受けにくさ（環）

福祉・介護の⽣活⽀援サービス（環）

まちなみ・景観（環）

周辺からの延焼のしにくさ（環）

32.1%

38.9%

22.5%

34.1%

20.7%

31.0%

16.1%

40.3%

14.4%

29.3%

15.4%

27.4%

14.7%

11.1%

20.2%

16.4%

18.1%

16.4%

17.6%

19.9%

17.1%

18.7%

12.9%

9.6%

11.5%

0.0%

18.8%

15.7%

23.1%

2.8%

9.6%

8.9%

45.7%

39.6%

38.4%

47.7%

31.1%

30.0%

17.8%

43.4%

19.3%

33.4%

10.4%

15.0%

15.9%

12.5%

19.4%

12.2%

18.3%

16.0%

8.5%

14.9%

16.3%

9.9%

11.9%

11.5%

11.9%

3.8%

9.5%

13.8%

15.6%

4.2%

7.5%

5.3%

【⾦沢市】  【⽯川県】  【全国】 
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２．第３次⾦沢市住⽣活基本計画の達成状況 

（１）成果指標の進捗状況［2017（平成 29）〜2026（令和８）年度］ 

第３次⾦沢住⽣活基本計画では、21 項⽬の成果指標を設定しており、⽬標の達成に向

けて各種施策を推進してきました。2021（令和３）年度末（第３次中間期）における成

果指標の達成状況は以下のとおりです。 

 

成果指標 

（★印は⾦沢市独⾃の指標） 

第３次計画 

策定時 

現状値 

(2021(R3)年度末) 

⽬標値 

(2026(R8)年度末) 

1-1 住宅の耐震化率 
81% 

［2014(H26)］ 
88.9％ 

［2021(R3)］ 
90％ 

［2020(R2)］ 

1-2 新築住宅における⻑期優良住宅の割合 
17% 

［2016(H28)］ 
19.7％ 

［2021(R3)］ 
20％ 

［2026(R8)］ 

1-3 住宅のリフォーム実施⼾数の⽐率 
5.5% 

［2013(H25)］ 
4.4％ 

［2018(H30)］ 
7％ 

［2026(R8)］ 

1-4 最低居住⾯積⽔準未満率 
2% 

［2013(H25)］ 
2.8％ 

［2018(H30)］ 
早期解消 

1-5 
★かなざわ空き家活⽤バンクのうち空

き地の登録件数（累計） 
78 件 

［2017(H29)］ 
80 件 

［2021(R3)］ 
128 件 

［2026(R8)］ 

1-6 空き家のうち「その他空き家」の⼾数 
12,570 ⼾ 

［2013(H25)］ 
11,290 ⼾ 

［2018(H30)］ 
16,000 ⼾ 
［2026(R8)］ 

1-7 
★かなざわ空き家活⽤バンクの登録件

数（累計） 
373 件 

［2017(H29)］ 
541 件 

［2021(R3)］ 
873 件 

［2026(R8)］ 

1-8 ★市営住宅の⼊居率 
86％ 

［2016(H28)］ 
79.4％ 

［2021(R3)］ 
90％ 

［2026(R8)］ 

1-9 
★市営住宅のうち、バリアフリーに対応

した住⼾の占める割合 
36.7％ 

［2016(H28)］ 
40.1％ 

［2021(R3)］ 
41.7％ 

［2026(R8)］ 

2-1 ★⼈⼝密度 

居住誘導区域 
62.9 ⼈/ha 
［2015(H27)］ 

61.6 ⼈/ha 
［2020(R2)］ 

現状維持 
（62.9 ⼈/ha） 

まちなか区域 
70.3 ⼈/ha 
［2015(H27)］ 

66.7 ⼈/ha 
［2020(R2)］ 

現状維持 
（70.3 ⼈/ha） 

2-2 
★⾦澤町家流通コンサルティング事業

におけるオーナーの新規登録件数 

10 件/⼈ 
［2011(H23)-

2017(H29)平均］ 

11 件/⼈ 
［2017(H29)-

2021(R3)平均］ 

12 件/⼈ 
［2017(H29)-

2026(R8)平均］ 

2-3 
★⾦澤町家流通コンサルティング事業

を利⽤した新規契約件数 

4 件/⼈ 
［2011(H23)-

2017(H29)平均］ 

6 件/⼈ 
［2017(H29)-

2021(R3)平均］ 

6 件/⼈ 
［2017(H29)-

2026(R8)平均］ 

2-4 
★住宅⽀援制度の活⽤による県外から

の移住者数 
47 ⼈ 

［2014(H26)］ 
23 ⼈ 

［2021(R3)］ 
77 ⼈ 

［2019(R1)］ 

2-5 
地区計画指定地区･まちづくり協定･⼟

地利⽤協定地区数（累計） 
103 地区 

［2016(H28)］ 
124 地区 

［2021(R3)］ 
113 地区 

［2026(R8)］ 
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成果指標 

（★印は⾦沢市独⾃の指標） 

第３次計画 

策定時 

現状値 

(2021(R3)年度末) 

⽬標値 

(2026(R8)年度末) 

3-1 ★同居・近居率 
18.8％ 

［2013(H25)］ 
19.7％ 

［2018(H30)］ 
23.8％ 

［2026(R8)］ 

3-2 ⼦育て世帯の誘導居住⾯積⽔準達成率 
59.5％ 

［2013(H25)］ 
59.8％ 

［2018(H30)］ 
70％ 

［2026(R8)］ 

3-3 
⾼齢者⽣活⽀援施設を併設したサービ

ス付き⾼齢者向け住宅の割合 
70.4％ 

［2017(H29)］ 
73％ 

［2021(R3)］ 
90％ 

［2026(R8)］ 

3-4 住宅のバリアフリー化率 
47.2％ 

［2013(H25)］ 
47.9％ 

［2018(H30)］ 
75％ 

［2026(R8)］ 

3-5 ★空き家等活⽤協定締結数（累計） 
0 件 

［2016(H28)］ 
1 件 

［2021(R3)］ 
5 件 

［2020(R2)］ 

3-6 
省エネルギー対策を講じた住宅の⽐率 

※⼆重サッシまたは複層ガラスが使⽤された住宅 
31.8％ 

［2013(H25)］ 
36.9％ 

［2018(H30)］ 
50％ 

［2026(R8)］ 

3-7 
新築住宅における⻑期優良住宅の割合

［再掲］ 
17％ 

［2016(H28)］ 
19.7％ 

［2021(R3)］ 
20％ 

［2026(R8)］ 

3-8 ★⾦沢かがやき発信講座の開催件数 
9 件/年 

［2016(H28)］ 

4.4 件/年 
［2017(H29)-

2021(R3)平均］ 

12 件/年 
［2017(H29)-

2026(R8)平均］ 
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３．住⽣活に関する課題 

 

本市の住⽣活を取り巻く現況や第３次計画の進捗状況、市⺠アンケート結果、本市の

⾏政課題を踏まえ、住⽣活に関する視点である「居住者」「住まい」「地域」ごとに課題

を整理します。 

 
（現況等の整理︓○統計データ、◆第３次計画の評価、●市⺠アンケート結果、□⾏政課題） 

（１）居住者の視点 

○⼈⼝減少や少⼦⾼齢化が本格化し、⾼齢者の単⾝・夫婦世帯が増加傾向にあります。 

○⾃然動態・社会動態ともに減少し、⼈⼝動態はマイナスが続いています。 

●⾼齢者は⼦との同居・近居を望む意⾒が多い傾向です。 

●⼦育てのために通勤・通学など⽇常⽣活の利便性が求められています。 

●住宅の「遮⾳性」「エネルギー消費性能」「バリアフリー」の不満が多くなっていま

す。 

◆市営住宅を含め、住宅のバリアフリー化の⼀層の推進が必要です。 

□働き⽅改⾰やコロナ禍を契機とした新たな⽇常への対応が求められています。 

◆これまで以上に移住者増加に向けた取組が必要です。 

 

（２）住まいの視点 

□頻発・激甚化する⾃然災害への対応が求められています。 

○空き家・空き地が依然として存在しています。 

◆住宅のリフォームの推進や空き家バンクの利⽤促進など、既存ストックの活⽤の強

化が必要です。 

●住宅のエネルギー消費性能への不満が多くなっています。 

□脱炭素社会の実現に向け、住宅における省エネルギー対策や環境負荷低減のさらな

る取組が求められています。 

□今後急増する⾼経年マンションの⽼朽化を抑制し、維持管理の適正化に向けた取組

が求められています。 

 

（３）地域の視点 

○まちなかの⼈⼝動態が継続してマイナスとなっています。 

□⽊の⽂化都市の継承・創出に向け、住環境への取組の推進が必要です。 

□急速な技術⾰新や DX の進展へ住宅分野での導⼊促進が求められています。 


